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この理論に基づいて，和田（1996）は 60 項目からなる Big Five 尺度を作成し，文章形式の性格テ
ストである新性格検査（柳井・柏木・国生,1987；国生・柳井・柏木,1990）との併存的妥当性を確












































































































調査対象 鳥取大学の学生１年～４年計 290 名（男 152 名，女 138 名，平均年齢 19.6 歳（標準偏差
=1.48），大学１年生 190 名，２年生 51 名，３年生 31 名，４年生 16 名，大学院１年生２名）に回答
を依頼した。 
調査時期 2013 年 11 月 19 日～12 月３日に実施した。 
調査方法 ３つの講義の開始時に，個別自記入形式の質問紙調査を集合調査形式で実施した。それ
ぞれの講義の受講者は重複しておらず，謝礼は提示しなかった。回答はいずれも無記名で行われ，








Big Five 短縮版 パーソナリティ特性の５因子モデルを測定する尺度（和田,1996）の短縮版を用
いた。和田（1996）の尺度は，外向性，誠実性，情緒不安定性，開放性，調和性を測る５つの下位
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それぞれ地元への定住に限定する内容に変更して使用した。また，「地元への愛着」の項目について
は，地元における親，友だちといった人に対する愛着や，地元という場所に対する愛着に関する項





























































































て分析から除外された回答者は 17 名であり，有効回答者は 273 名となった（男 147 名，女 126 名，














地元志向尺度の因子分析 地元志向尺度の全 12 項目に対して，因子分析を行った。分析には最尤
法を用いて，バリマックス回転を行った。本研究の仮定より，因子数を２に設定して因子を抽出し
た（Table 2）。２因子の累積寄与率は 47.4％であった。回転前の固有値は，第１因子 3.62，第２因子
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Table 2 
地元志向尺度の因子分析（回転後の因子負荷量） 
  因子１ 因子２ 
因子１：地元への定住志向   










Q２-７ できるだけ親の近くにいたいと感じる .503 .165 
因子２：地元への愛着  
Q２-11 自分が地元の一員であるのを感じる .144 .821 










いずれの因子にも高い負荷を示さなかった項目   




 負荷量の平方和 2.466 2.170 
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Table 3 
重回帰分析の結果（パーソナリティ） 




















 地元への定住志向 地元への愛着 
パーソナリティ   
外向性  .064 .016 
誠実性 -.036 -.058 
情緒不安定性 .055 .015 
開放性 -.109 .141* 
調和性 .068 .218** 
性別 .002 .102 
R2 .016 .088 
 地元志向 
 地元への定住志向 地元への愛着 
異文化志向 -.297*** .024 
自民族中心主義 .136* .326*** 
性別 .046 .029 
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 地元への定住志向 地元への愛着 
父親との親子関係   
父親からのポジティブな影響 .077 -.131 
父親との対立 -.022 -.012 
父親への服従 -.039 .084 
父親との情愛的絆 .094 .282*** 
一人の人間として父親を認知 -.173** -.194** 
性別 .016 .092 
R2 .039 .090 
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Table 6 
重回帰分析の結果（母親との親子関係） 







学部ごとの「地元への定住志向」得点の平均値を Figure 1 に示す。一元配置分散分析の結果，学部



























 地元への定住志向 地元への愛着 
母親との親子関係   
母親からのポジティブな影響 .155* .020 
母親との対立 -.039 -.018 
母親への服従 -.058 .063 
母親との情愛的絆 .076 .161* 
一人の人間として母親を認知 -.178** -.152* 
性別 .001 .078 











学部ごとの「地元への定住志向」得点の平均値を Figure 1 に示す。一元配置分散分析の結果，学部



























 地元への定住志向 地元への愛着 
母親との親子関係   
母親からのポジティブな影響 .155* .020 
母親との対立 -.039 -.018 
母親への服従 -.058 .063 
母親との情愛的絆 .076 .161* 
一人の人間として母親を認知 -.178** -.152* 
性別 .001 .078 
R2 .066 .069 
そして，学部ごとの「地元への愛着」得点の平均値の差の検定を行った。学部ごとの「地元への
愛着」得点の平均値を Figure 2 に示す。一元配置分散分析の結果，学部の主効果が見られた
（F(3,269)=3.922, p<.01）。多重比較（Tukey 法）の結果，工学部（平均 16.48 点）よりも地域学部（平
















性別 n 平均 標準偏差 t 値 df 
男 145 14.95 4.397 -1.418 269 
女 126 15.74 4.726   
 
そして，男女それぞれの「地元への愛着」得点の平均値の差の検定を行った。t 検定の結果（Table  
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Table 8 
t 検定の結果（「地元への愛着」得点の性差） 
性別 n 平均 標準偏差 t 値 df 
男 147 16.72 4.109 -2.242* 271 
女 126 17.87 4.309   
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